
























桐蔭法学 20 巻 2 号（2014 年）
の状態を利用して犯罪を実現する（以下、結果行為という）という場合、
原則としては、結果行為の時点においては責任能力を有しないために、刑

























































問い得るとしている。例えば、最決昭和 43年 2月 27 日刑集 22 巻 2号 67
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桐蔭法学 20 巻 2 号（2014 年）
ては、第一に、自己の限定責任能力状態を利用した場合には、通常、刑




































































































































































































































































































































































ない。故意を否定したものとして、最判昭和 26 年 1月 17 日刑集 5巻 1
号 20 頁、部分的に肯定したものとして、大阪地判昭和 51年 3月 4日判
時 822 号 109 頁など。山口「原因において自由な行為」芝原邦爾編『刑
法の基本判例』（1988）36 頁以下参照。















桐蔭法学 20 巻 2 号（2014 年）
光博士古稀祝賀論文集	第二巻』（1984）232 頁。
（12）丸山治「原因において自由な行為に関する一考察（一）」北海学園法学

















































特に 146 頁註（17）、平野龍一『刑法総論Ⅱ』（1975）303 頁参照。
（29）中空壽雅「『責任能力と行為の同時存在の原則』の意義について」刑法



































（38）例えば、井田良「生命維持装置の限界と刑法」法曹時報 51巻 2号 16 頁
以下参照。
（39）日高「原因において自由な行為の理論の理論的枠組みについて」234 頁、
井田『刑法総論の理論構造』（2005）342 頁以下。
（40）		更に、本法理における実行の着手時期の問題について、従来の通説は、
既に述べたように、原因行為説に認めるのが主流であったが、現在では、
73
故意的な「原因において自由な行為」について（秋山栄一）
場合によっては、結果行為時にも認められることがあるとする、　いわ
ば折衷的な理解が多々みられる。平野『刑法総論Ⅱ』（1975）301 頁、
山口「『原因において自由な行為』について」（1984）162 頁以下、
内藤『刑法講義		総論（下）Ⅰ』(1991)		880 頁以下、井田『刑法総
論の理論構造』（2005）333 頁等多数、それぞれ参照。この点に対
しても、あらためて今後の課題としたい。
（あきやま・えいいち　ノースアジア大学法学部准教授）
